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1. はじめに 

台⾵のライフサイクルは，発⽣期，発達期，
最盛期，衰退期に⼤きく分けられる．その中
でも発達期は，台⾵の中⼼気圧が発⽣期より
も低下し，中⼼付近の⾵速もより強くなり，
台⾵の勢⼒が増す期間である．本研究では，
台 ⾵ の 発 達 期 に 着 ⽬ し ， RI (Rapid 
Intensification) という指標を⽤いる．RI と
は，台⾵の急発達を意味し，本研究では中⼼
付近最⼤持続⾵速の 24 時間変化が 30 knot
以上増加した場合を RI とみなす．Song et 
al.（2020）では，⼈⼯衛星観測の開始以降，
北⻄太平洋における RI 強度には正のトレ
ンドがあることを⽰した．⼀⽅，⼈⼯衛星観
測のデータ期間は 40 年程度であり，RI 強度
の正のトレンドが，⼗年規模変動などの⾃然
変動が要因なのか，地球温暖化などの気候変
化が要因なのか切り分けることが難しい．そ
こで本研究では，地球温暖化による RI への
影響を調べるため，より⻑期間の⼤規模アン
サンブルデータを提供する d4PDF を解析
し，RI の⻑期変化の要因を解明することを
⽬的とする．また，海⾯⽔温の昇温パターン
に伴う RI 強度および頻度の違いについて

も調査する．本稿では，地球温暖化の影響に
着⽬して結果を中⼼に紹介する． 
 
2. データと解析手法 

観測データは，International Best Track 
Archive for Climate Stewardship（IBTrACS）
を使⽤した．モデルデータは database for 
Policy Decision making for Future climate 
change（d4PDF）を使⽤した．d4PDF は，
⽔平解像度が 60km，鉛直層数が 64 層，最
上層は 0.01hPa の気象研究所全球⼤気モデ
ル MRI-AGCM3.2 (Mizuta et al. 2012)を⽤
いて作成されており，外部境界条件として，
海⾯⽔温（SST），海氷密接度，海氷厚，温室
効果気体，オゾン，エアロゾル等を与え，過
去実験(ALL)，⾮温暖化実験(NAT)，4K 上
昇実験(P4K)が⾏われている．ALL 実験の
SST データは，COBE-SST2（Hirahara et al. 
2014）のデータが使⽤されている．P4K実験
の SST データは，観測された SST からトレ
ンド成分を除いたものに，CMIP5 の全球⼤
気海洋結合モデルから得られた 6 種類の
SST 昇温パターンを加えたものが与えられ
ている．これら 6種類の全球⼤気海洋結合モ

図 1  
各実験における JJASO平均 
の RI 強度気候値のアンサン 
ブル平均の差を⽰す． 
（a）ALL-NAT， 
（b）P4K-ALL． 
なお，⿊丸が 95%の信頼度で
有意な差があることを⽰す． 
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デルは，CCSM4（CC），GFDL-CM3（GF），
HadGEM2-AO（HA），MIROC5（MI），MPI-
ESM-MR（MP），MRI-CGCM3（MR）であ
る．NAT 実験は⾮温暖化実験であり，観測
された SST からトレンド成分を除いたもの
が使⽤されている．本研究では，観測との⽐
較を⾏う際に 1979年〜2010 年の 32 年間の
データを⽤い，地球温暖化の影響を評価する
際には 1951 年〜2010 年の 60 年間のデータ
を使⽤した．いずれの場合も，台⾵シーズン
である 6⽉〜10⽉（JJASO）を対象とし，北
⻄太平洋領域を対象としている．台⾵の対象

強度について，IBTrACS は強度が 34 knot 以
上の熱帯低気圧を対象とする．d4PDF は
Yoshida et al.（2017）で作成された best track 
data を使⽤する． 
 
3. 結果 

3.1 RI強度の比較および地球温暖化の影響 

観測と d4PDF の RI 強度の平均的な空間
分布を⽐較するため，観測と d4PDF ともに
RI 強度の 32 年間の気候値を，経度 5°×緯度
5°格⼦で作成した．観測では，10°N-25°Nに
幅広い⼤きさの RI が疎に存在しており，

図 3 ∆𝑉!"（=∆𝑉#$!" − ∆𝑉#）．𝑉#は時刻 t における最⼤持続⾵速，∆𝑉#$!"は時刻 t から 24 
時間後の最⼤持続⾵速を表す．なお，熱帯低気圧のライフサイクル全体を対象とし，
連続する 24 時間毎に∆𝑉!"を計算した．∆𝑉!"の存在頻度の将来と過去の差を⽰す．
（a）∆𝑉!" ≥ 30，(b)	 10 ≤ ∆𝑉!" ≤ 30，（c）−10 ≤ ∆𝑉!" ≤ 10． 

 

図 2 (a) 各実験における台⾵の発達率の頻度分布を⽰す．(b) 台⾵発達率のうち，特に， 
RI 以上の強度変化に焦点を当てた，各実験間の違いを⽰す．なお，領域内の全台⾵ 
数で割ることで確率密度関数としている． 
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ALL実験のある 1メンバのみと⽐較すると，
観測と類似した疎な分布が確認された（図
略）．⼀⽅，ALL 実験（100メンバ）のアン
サンブル平均は，⼤きな RI が低緯度側を中
⼼に存在し，⾼緯度に向かうにつれて RI 強
度が⼩さくなる傾向が⾒られた（図略）．さ
らに，NAT実験（100メンバ），P4K実験（90
メンバ）のアンサンブル平均は，ALL 実験
（100メンバ）のアンサンブル平均と同様な
分布を⽰すことを確認した（図略）． 

RI 強度に対する地球温暖化の影響を評価
するため，ALL 実験のアンサンブル平均と
NAT 実験のアンサンブル平均の差を算出し，
過去の温暖化の影響を検証した（図 1a）．統
計的に有意な点の数は限られているものの，
⽇本付近では，弱いながらも RI 強度が有意
に増加していることがわかる．⼀⽅，全球平
均気温が 4K上昇する将来の温暖化の影響を
評価するために，P4K実験のアンサンブル平

均と ALL 実験のアンサンブル平均との差を
算出した（図 1b）．その結果，将来気候では
北⻄太平洋全体で RI 強度が⼤きくなること
がわかった． 
次に，北⻄太平洋における全ての台⾵を対

象とした ALL 実験，NAT実験，P4K実験に
おける台⾵発達率の頻度分布を調べた（図
2a）．台⾵発達率を全体的にみると各実験間
でよく似た頻度分布を⽰す．また，RI 以上の
強度変化に着⽬すると，ALL 実験と NAT実
験の間では，急発達を経る台⾵の割合に統計
的に有意な差は確認されなかった（図 2b）．
⼀⽅，P4K 実験と ALL 実験を⽐較すると，
急発達を経る台⾵の割合に統計的に有意な
差が認められ，将来気候において急発達を経
る台⾵の割合が有意に増加することが⽰唆
される（図 2b）． 
図 3 に中⼼付近最⼤持続⾵速の 24 時間変

化 ∆𝑉!"  が ∆𝑉!" ≥ 30，10 ≤ ∆𝑉!" ≤ 30，

図 4 台⾵の発達に影響を与える⼤気変数の将来変化を⽰す． 
（a）700hPa 相対湿度，（b）200-850hPa ⾵鉛直シア，（c）850hPa 相対渦度， 
（d）SST の昇温パターン． 
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−10 ≤ ∆𝑉!" ≤ 10 の場合における台⾵の存
在頻度の将来変化を⽰す．図 3a に⽰すよう
に，RI を経る台⾵の存在頻度は 25°N〜30°N
付近において将来的に増加することを⽰唆
している．また，RI には達しないものの，発
達する台⾵や強度が⼤きく変化しない台⾵
の将来変化は，25°N〜30°Nの緯度帯におい
て台⾵の存在頻度が増加するのに対し，
10°N〜20°N 付近ではその頻度が有意に減
少していることがわかる（図 3b，図 3c）．こ
れら結果は，将来，台⾵の発達が過去と⽐較
してより⾼緯度側で顕著になる可能性を⽰
唆している． 
将来的に北側で台⾵が発達しやすくなる

要因を明らかにするため，台⾵の発達に 
影響を与える⼤気変数を調べた（図 4）． 
700hPa相対湿度は⽇本南⽅で増加し（図 4a），
200hPa と 850hPa の⽔平⾵鉛直シアは同海
域で弱化（図 4b），さらに，850hPa 相対渦
度では背景場の低気圧性循環が強化されて

いることが確認された（図 4c）．加えて，SST
は熱帯域から⽇本付近に向かうにつれてよ
り昇温傾向が強くなっていることがわかる
（図 4d）．これらの結果から，将来的に⽇本
南⽅では台⾵が発達しやすい⼤気環境とな
っていることが明らかとなった． 
 

3.2 昇温パターン毎の台風発達率の違い 
全ての台⾵を対象とした場合，各昇温パタ

ーンにおける台⾵の発達率の頻度分布は全
体的に類似している（図略）．⼀⽅，急発達
する台⾵に着⽬すると，昇温パターンごとに
ばらつきが⾒られる（図略）．しかし，CC の
昇温パターンは，他の昇温パターンと⽐較し
て有意に急発達を経る台⾵の割合が少ない
ことが確認された． 
次に，RI 強度に到達した台⾵の割合が最

も少なかった CC，最も多かった MI，および
その中間的な変化を⽰す MP のアンサンブ
ルについて，SST と SLP（海⾯気圧）の将来

図 5 (a)および(d)は CC-ALL，(b)および(e)は MP-ALL ,(c)および(f)は MI-ALLを⽰す． 
(a)-(c)は SST の昇温パターン，(d)-(f)は SLP の将来変化を⽰す． 
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変化を調べた．CC の昇温パターンでは，熱
帯域における東⻄⽅向の SST勾配変化が MI
と⽐較して⾮常に弱く，SLP の変化も同様に
弱くなっている（図 5a，図 5c，図 5d，図 5f）．
MP は，CC と MI の中間的な変化傾向を⽰
す（図 5b，図 5e）．このことから，CC の昇
温パターンにおけるウォーカー循環の弱化
は，他の昇温パターンに基づくアンサンブル
と⽐較して⼩さいことが⽰唆される． 
 RI 強度の存在頻度分布の将来変化につい
て，CC の昇温パターンは，他の昇温パター
ンと⽐較して異なる特徴を⽰す．具体的には，
CC では過去実験の気候値と同⼀の地点で急
発達する台⾵の割合が増加するのに対し，
MI および MP ではそれよりも北⽅の領域に
おいて急発達する台⾵の割合が増加するこ

とが確認された（図略）．さらに，MIやMP
のアンサンブルでは北緯 20°Nより南側にお
いて，急発達する台⾵の割合が有意に減少し
ている領域も確認された（図略）．CC が MI
やMP のように，⽇本南⽅で急発達しづらい
要因として，⽇本南⽅での SST の昇温や，
850hPa相対渦度，200hPa-850hPa ⾵鉛直シ
アの変化が⼩さいことが挙げられる（図 5a，
図 6a，図 6d）．⼀⽅，MI では，⽇本南⽅で
の SST の昇温に加え，⼤気下層における背
景場の相対渦度や⽔平⾵鉛直シアの顕著な
変化が⾒られ，これが RI の存在頻度の増加
に寄与している可能性がある（図 5c，図 6c，
図 6f）．このような背景場の変化の違いとウ
ォーカー循環の弱化の度合いの関連性は今
後調査する予定である． 

図 6 (a)および(d)は CC-ALL，(b)および(e)は MP-ALL ,(c)および(f)は MI-ALLを⽰す． 
   (a)-(c)は 850hPa渦度，(d)-(f)は 200hPa-850hPa ⾵鉛直シアの将来変化を⽰す． 
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4. まとめ 

地球温暖化が台⾵の急発達に与える影響
は過去気候においては顕著ではないものの，
将来気候において地球温暖化の影響は⼤き
くなる可能性があることがわかった．地球温
暖化が進⾏するにつれて，北⻄太平洋の広範
囲な領域で急発達しやすくなると予測され
る．これにより，将来的には急発達を経験す
る台⾵の割合が増加することが⽰唆される．
また，SST の昇温パターンによって，急発達
を経る台⾵の割合にはばらつきがあること
がわかった．特に，CC の昇温パターンでは，
他の昇温パターンと⽐較して急発達する台
⾵の割合が有意に少ないことが確認された．
この理由としては，台⾵の発達に影響を与え
る変数である SST，850hPa相対渦度，およ
び 200hPa-850hPa ⾵鉛直シアの変化が，他
の昇温パターンに⽐べて⼩さいことが要因
の⼀つと考えられる．⼀⽅，MI，GF，MR な
どのEl Niño-like な SST 昇温パターンでは，
SST，850hPa相対渦度，200hPa-850hPa ⾵
鉛直シアの変化が顕著であり，これが⽇本南
⽅における台⾵の急発達割合の増加に寄与
している可能性がある． 
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